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本研究では，復元力低下領域における構造物の動的応答特性の基本的な理解に向けて，振動中心軸の移

動 (ドリフト) を伴う非線形一自由度系の動的安定性に関する理論的および解析的検討を行った． 具体的

には，外力振動数に対するドリフト量の応答倍率を導出し，数値解析によりその妥当性を検証した．この

結果，応答倍率から算出される理論値を，解析により再現することができた．また，応答倍率から導かれ

るドリフト量-外力振動数関係上の特異点において，応答が急激に片側に発散する傾向が確認された．そ

れにより，応答倍率における特異点のドリフト量が，構造システムの動的安定性を考える上で重要な指標

となり得る可能性が示された．  
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1. 背景 

 
東北地方太平洋沖地震の発生を機に，「設計基準外の

地震動が発生したとしても構造物が単体またはシステム

として脆弱的破壊とならないよう配慮するべき」という

危機耐性の概念が導入され 1)，今まで耐震設計で制御し

てきた範囲を超えた，不測の事態に対処するための配慮

が必要となっている．そのため，今まで耐震設計で照査

の対象とされていなかった，復元力低下領域での構造物

の動的応答特性についての更なる理解が必要であるとい

える． 
現在，構造物の動的応答特性を検討する際は数値解析

を用いるのが一般的であり，荷重低下領域における構造

物の動的挙動を対象とした地震動解析は，これまでに数

多く実施されている．例えば中尾ら 2)は，限界状態 3 に
至った RC 部材を 1 自由度の質点－はり要素モデルでモ

デル化して地震応答解析を実施している．また中村ら 3)

は，軸方向鉄筋の座屈後の荷重低下を抑制できる内巻き

スパイラル構造 4)を有する高架橋の地震応答解析を実施

している．さらに鈴木ら 5)は，鋼製箱形断面橋脚を対象

に荷重低下領域までを考慮した復元力モデルを提案し，

地震応答解析を行うことで，固有周期の違いによる激震

時の挙動の違いを検討している．またNogamiら 6)は，荷

重低下領域まで考慮した非線形動的モデルを提案し，地

震応答解析により，地震動の持続時間と荷重低下領域で

の挙動の関連性を明らかにしている．またEmadoddin and 
Shahrokh7)は，デッキ型鉄筋コンクリートアーチ橋全体の

地震挙動を，部材の耐力低下を考慮した FEM モデルを

用いて検討している．しかし，地震波を用いた数値解析

では結果が入力地震波の特性に依存するため，一般性の

ある議論を行いにくいという側面がある． 
一方で，一自由度系という敢えて単純なモデルを用い

た理論的検討を行うことによって，構造システムの動的

応答を定量的に評価することができ，復元力低下領域で

の構造物の動的安定性への基本的な理解に繋がると考え

られる．そのような背景の中，Caughey8)は一自由度系の

非線形定常応答に対して，応答倍率を用いた理論的検討

を行っている．振幅が正負対称な強制調和外力に対する

運動方程式を考えることで，非線形一自由度系の変位の

応答倍率を導出している． 
ここで，運動方程式は動的な力のつり合いを表すため，

振幅が正負対称な強制調和外力が作用するとき，非線形 
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一自由度系の復元力は正負対称となる．そのため，最大

点指向型バイリニアの履歴曲線を有する非線形一自由度

系において，降伏後の骨格曲線の勾配 (二次剛性) が正で

ある場合 (図-1) と負である場合 (図-2) の二つのケースを

考えた場合，前者では変位に対して正負対称な定常応答

を示す履歴曲線が一意に決まるのに対して，後者では応

答変位が正負対称である履歴の他に，応答変位の振動中

心軸の片寄り (以降，「ドリフト」とする) を伴う履歴が

発現すると考えられる．図-1に示す二次剛性が正の履歴

に関しては Caughey8)が，図-2 (a) に示す二次剛性が負で

あり応答変位が正負対称の履歴に関しては Capecchi ら 9, 

10)や渡邊ら 11)がそれぞれ理論的検討を行っているが，こ

れらの検討では非線形一自由度系のドリフトは考慮され

ていない． 
構造システムのドリフトを取り上げた研究はこれまで

にいくつか実施されている．例えば後藤・家村 12)は，強

震時における構造物の応答変位の振動中心軸の移動量を

定量的に評価することによって構造物が破壊に至るまで

の課程を明らかにしている．また曽田・谷 13)は，弾塑性

構造物の動的応答特性の統計的評価に用いられてきた従

来の等価線形化法に対して，応答変位の履歴中心軸の移

動を考慮した改良を行った上で，定常および非定常な入

力に対する構造物の動的解析を実施している．また

Huang and Kuoら 14)は，静的持続荷重下において周期励振

を受ける完全弾塑性履歴モデルの応答特性を検証してお

り，外力振動数に応じて異なるタイプの履歴中心軸の移

動を伴う定常応答の予測を行っている．しかしながら，

最大点指向型バイリニアの履歴曲線を有する非線形一自

由度系に対して，図-2 (b) に示すような二次剛性が負で

あることに起因するドリフトを取り扱った研究はこれま

でに行われていない． 
以上の背景から，本研究では，構造物の動的安定性の

判断指標としてドリフトの度合いに着目し，Caughey8)や 
Capecchi らによる検討に応用することで導出した応答倍

率を用いて，非線形一自由度系がドリフトを伴って定常 

 
応答する際の動的安定性に関して考察を行う． 

 
 

2. 非線形一自由度系の応答倍率 

 
(1) 応答変位が正負対称な非線形一自由度に対する応 

答倍率 

 振幅が正負対称な強制調和外力に対する非線形一自由

度系の運動方程式は，式(1)のように記述される． 
 

̈ + ( ) =  (1) 

 
ここに， は時間， は質点の質量， は質点の変位，

( )は一自由度系の復元力， は外力の振幅， は外力

振動数である．そして Caughey は，式(1)を正規化した運

動方程式（式(2)）に対して，図-1に示すような応答変位

が正負対称である定常応答解を式(3)のように仮定する

ことで，非線形一自由度系に対する変位の応答倍率であ

る式(6)を導出している． 
  

̈ + ( ) =  (2) 

= ( + ) (3) 

( ) = 1 ( )  (4) 

( ) = − 1 ( )  (5) 

Ω2 = 1 ( ) ± 1
2 − ( )2  (6) 

=  (7) 

( ) = ( )
 (8) 

図-1 二次剛性が正の場合の応答 (a) 応答変位が正負対称の履歴 (b) 応答変位が正負非対称の履歴 
図-2 二次剛性が負の場合の応答 
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=  (9) 

=  (10) 

= +  (11) 

Ω =  (12) 

 
ここに， は弾塑性ばねの降伏点変位， は降伏点荷

重， は固有振動数， ( )は一自由度系の復元力，

は外力と変位の位相差， は応答の振幅， ( )は履歴曲

線を表す関数である．なお，式(6)に示す応答倍率には，

外力比 (外力の振幅/降伏点荷重) ，骨格曲線の形状に関

する関数である ( )および ( )が含まれている． 
またCapecchiらや渡邊らは，図-2 (a) に示すような骨格

曲線に負勾配を有する非線形一自由度系の定常応答に対

して検討を行い，式(6)に示す応答倍率を拡張している．  
 
(2) ドリフトを伴う非線形一自由度系の応答倍率  

式(2)に示す運動方程式は動的な力のつり合いを表す

ため，振幅が正負対称な強制調和外力が作用するとき，

非線形一自由度系の復元力は正負対称となる．そのため，

RC 部材のように，最大点指向型バイリニアの履歴曲線

を有し，降伏後に復元力が一定となったのち骨格曲線が

負勾配となる構造システムに，振幅が正負対称な強制調

和外力が作用した場合，図-2 (b) に示すようなドリフト

を伴う変位応答が発現すると考えられる．そこで本研究

では，復元力低下領域において図-3に示すような定常応

答を考え，運動方程式 (式(2)) に対する応答解を式(13)の
ように仮定する． 
 

 
 = ( + ) +  (13) 
 
ここで は外力と変位の位相差， は応答の振幅， は

ドリフト量である．なお本検討では，非線形一自由度系

の復元力は正負対称となり，かつ復元力が生じない変形

領域ではドリフトは発生しないと考えた．そのため，非

線形一自由度系の変位の最大値 が，復元力低下領

域に存在する場合，変位の最小値 は，図中の点 A 
(履歴曲線上で復元力 = 0となる点) と点B (復元力低下の

開始点) とを結ぶ直線上に位置すると考え，最大値

に対する および を式(15)，式(16)のように一意に定め

た． 
 = +  (14) 

= 12 (1 − ) + (1 + 2 − )
− { (1 + )− } +  

(15) 

= 12 ( − 1) + (1 − 2 + )
+ { (1 + )− } −  

(16) 

 
なお，復元力低下が開始する点での変位を靭性率 ，復

元力低下領域での骨格曲線の勾配を終局後勾配 と適宜

する． 
これらの式を用いて，本検討では Caughey の検討を参

考にドリフトを伴う非線形一自由度系の応答倍率 (式 
(17)) を導出した． 
 

Ω2 = 1 ( ) ± 1
2 − ( )2  (17) 

( ) = 1 ( + )  (18) 

 

図-3 ドリフトを伴う定常応答解の仮定 図-4 解析値と理論値の比較 
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( ) = − 1 ( + )  (19) 

= +  (20) 
Ω =  (21) 

 
ここに， ( )は履歴曲線を表す関数， ( )および( )は骨格曲線の形状に関する関数である． 
 ここで，式(17)は外力振動数 と変位の最大値 の

関係式であるが，式(14)～式(16)を用いることで，

を媒介としてドリフト量と外力振動数の関係式 (ドリフ

ト量の応答倍率) を描くことができる．例として =
−0.05， = 2.0， = 1.5の場合のドリフト量の応答倍

率を図-5に示す．ここで図-5より，ドリフト量がゼロと

なっている部分は，非線形一自由度系が復元力低下が発

生しない変形領域で定常応答しているため，ドリフトが

発生しないことを意味する．また，ドリフト量の応答倍

率では，外力振動数の微小な変化に対するドリフト量の

変化量が無限大となる点 ( Ω⁄ = 0となる点．以降，

特異点と呼ぶ) が存在することがわかる．そこで本検討

では，この特異点が系の動的安定性の検討の上で重要な

意味を持ち得ると考え，数値解析により特異点近傍での

非線形一自由度系の定常応答の振動特性および動的安定

性に関して検討した．なお，以降の検討では，特異点の

ドリフト量を と定義した． 
 
 
3. ドリフトを伴う非線形一自由度系の定常応答

に関する解析的検討 

 

(1)  本検討の概要 

本章では，2.(2)で導出したドリフト量の応答倍率の妥

当性を数値解析により検証する．また，ドリフト量の応

答倍率を用いて，非線形一自由度系の動的安定性に対す

る検討を行う．本数値解析における解析モデルでは RC
部材のように降伏後に復元力が一定になったのち負勾配

となる骨格曲線を有する復元力モデルを採用し，履歴モ

デルには最大点指向型バイリニアを用いた．また動的応

答解析では，平均加速度法により数値積分を行った． 

 
 
(2)  数値解析解と理論解の比較 

 終局後勾配 = −0.05，靭性率 = 2.0，外力比 =
1.5の場合を例に，数値解析解と理論解の比較を行った

結果を図-4 に示す． = 0の部分ではドリフトは発生せ

ず，外力振動数 が減少するにつれて が増大し， が

一定となった後は，各ケースで一定のドリフト量を有す

る定常応答を確認した．ここで例として，外力振動数を

ドリフトが発生していない = 1.0からドリフトが発生

している = 0.6まで緩やかに変化させた時の時刻歴応

答を図-5に示す．図-5より，はじめはドリフトを伴わず

変位に対して正負対称な応答を示しているが，外力振動

数が = 0.874以下となる領域に入ると外力振動数の低

下に伴ってドリフト量が増加し， = 0.6に到達した後

は = 2.768のドリフト量を保ったまま定常応答を示す

ことがわかる． 
ここで，外力振動数を高周波側から低周波側に向けて

変化させた時に，一自由度系に初めてドリフトが発生す

る時の外力振動数の理論解は = 0.871であり， =
0.6の時のドリフト量の理論解は = 2.815であった．

よって，ドリフト量の数値解析解と理論解は概ね一致し

ていると判断できる．このように，外力振動数の変化に

伴う非線形一自由度系のドリフト量の増大を理論的に表

現できる点が，ドリフト量の応答倍率の特長であるとい

える． 
 また，図-6より特異点近傍まで解析解と理論解は概ね

一致したが， をさらに漸減させると応答が急激に片側

に発散したため，ドリフト量が よりも大きくなる領 

図-5 = 1.0から = 0.6へ変化させた場合の時刻歴応答 

(a) 時刻歴応答 

(b) 復元力変位関係 

図-6 特異点近傍でのドリフトによる発散挙動 
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域で定常応答は得られなかった．ここで，特異点近傍で

応答が片側に発散する場合の時刻歴応答および復元力変

位関係を図-6に示す．図-6を見ると，定常な外力を入力

しているにも関わらず，ドリフト量が徐々に増大し，ド

リフト量が となる近傍を境に応答が急激に片側に発

散する様子が見て取れる． 
そこで，非線形一自由度系の特異点近傍における応答

に関してのより詳細な検討を次節にて行った． 
 
(3) 特異点近傍での応答に関する検証 

本節では，非線形一自由度系の特異点近傍における応

答に関してより詳細な検討を行うため， = −0.05，
= 2.0， = 1.5のケースを基準とした，外力のパラメ

ータおよび復元力特性の組み合わせの異なる複数のケー

スについて，ドリフト量の応答倍率における特異点近傍

での数値解析を実施する．なお，各ケースにおいて，特

異点近傍の外力振動数に対する 3点の応答を解析対象と

しており，各点の応答が定常応答もしくは片側に発散す 

 
るまで十分な時間の解析を行っている． 
表-1 (a) から表-1 (e) に，各ケースにおける復元力特性

および外力のパラメータの組み合わせ，外力振動数 ，

定常応答時のドリフト量解析値 ，特異点のドリフト

量 ，ドリフト量の解析値と特異点のドリフト量の比

⁄ を示す．また，応答が発散したケースに関しては，

および ⁄ の欄に×印を記している．また，表-1 
(a) から表-1 (e) に対応するドリフト量の時刻歴応答を図-
7 (a) から図-7 (e) に示す．図中には外力振動数の漸減が

止まり，定常な外力を入力し始めた時刻から 100000s ま
での範囲におけるドリフト量の変化を表しており，各ケ

ースに対する を併せて示している．これらの表およ

び図に示すように，定常な外力を入力しているにも関わ

らず，やがて 近傍を境に応答が片側に発散する様子

が確認できる．以上のように，全てのケースにおいて特

異点のドリフト量 を境に応答が急激に片側に発散し

ていく傾向が見られたことから，応答倍率における特異

点のドリフト量 が，非線形一自由度系の定常応答が

表-1 数値解析結果 
(a) ケース1 

       /  
Analysis 1 

-0.05 2.0 1.5 
0.51875 8.418 

8.629 
0.9755 

Analysis 2 0.51872 8.506 0.9857 
Analysis 3 0.51871 × × 

 
(b) ケース2

       /  
Analysis 1 

-0.05 2.0 1.0 
0.60620 8.024 

8.243 
0.9734 

Analysis 2 0.60613 8.165 0.9905 
Analysis 3 0.60612 × × 

 
(c) ケース3 

       /  
Analysis 1 

-0.05 2.0 2.0 
0.46320 8.411 

8.730 
0.9635 

Analysis 2 0.46318 8.477 0.9710 
Analysis 3 0.46317 × × 

 
(d) ケース4 

       /  
Analysis 1 

-0.05 4.0 1.5 
0.45085 7.397 

7.746 
0.9549 

Analysis 2 0.45082 7.508 0.9693 
Analysis 3 0.45081 × × 

 
(e) ケース5 

       /  
Analysis 1 

-0.10 2.0 1.5 
0.65345 4.190 

4.258 
0.9840 

Analysis 2 0.65342 4.261 1.0007 
Analysis 3 0.65341 × × 
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発散するか否かを判別する指標となり得る可能性が示さ

れたといえる． 
 
(4) 復元力特性および外力と特異点のドリフト量の関

係 

 

 本項では，復元力特性および外力が特異点のドリフト

量 に及ぼす影響に関して検討を行う．終局後勾配 =
−0.05，靭性率 ，外力比 のケースを基準として，

， ， のうち，いずれか一つのパラメータのみをそれ

ぞれ変化させた際の特異点のドリフト量の変化を検証す

る． 
 
a) 終局後勾配 に関する の変化 
 図-8 (a) に， = −0.05， = 2.0， = 1.5のケース

を基準として，終局後勾配を = −0.02，−0.05，−0.2，
−0.5の4通りで変化させた場合のドリフト量の応答倍率

を示す．なお，図中の丸印はその応答倍率における特異

点を表している．図-8 (a) を見ると， が低下する程ドリ

フト発生時の応答倍率の勾配が急となり，より小さいド

リフト量で特異点が発生していることが確認できる．ま

た，図-8 (b) に終局後勾配を = −1.0~0の範囲でパラメ

トリックに変化させた場合の特異点のドリフト量 の

変化を示す．図-8 (b) から， の低下に伴い が減少す

ることにより，復元力低下領域において非線形一自由度

系が定常応答を示す安定領域がより狭くなることがわか

る． 
 
b) 靭性率 に関する の変化 
 図-9 (a) に， = −0.05， = 2.0， = 1.5のケース

を基準として，靭性率を = 1.0，2.0，6.0，11.0の4通
りで変化させた場合のドリフト量の応答倍率を示す．図

-9 (a) を見ると， の増加に伴い， は減少することが確

認できる．ここで， = 11.0のケースにおいて， が

ゼロとなる点を特異点とみなしているのは，その点での

応答倍率が不定となり，2.(2)で述べた特異点と同様の扱

いができると考えたためである．また，図-9 (b) に靭性

率を = 1.0~11.0の範囲でパラメトリックに変化させ

た場合の特異点のドリフト量 の変化を示す．図-9 (b) 
から， の増大に伴い は単調に減少し， = 10.1以上

で = 0となることがわかる． 
 ここで，靭性率が過大な場合に = 0 となる現象を数

値解析で再現するため， = 11.0の場合に図-9 (a) に矢

印で示す経路で外力振動数 を変化させた場合の時刻歴

応答および履歴曲線を図-10に示す．図-10を見ると，復

元力低下が生じない領域では正負対称の変位を保ってい

た応答が，復元力低下領域に入りドリフトが発生した瞬

間に急激に片側に発散する様子が確認できる．これらの

(b) ケース2 ( = −0.05， = 2.0， = 1.0) 

図-7 ドリフト量の時刻歴応答 

(a) ケース1 ( = −0.05， = 2.0， = 1.5) 

(c) ケース3 ( = −0.05， = 2.0， = 2.0) 

(d) ケース4 ( = −0.05， = 4.0， = 1.5) 

(e) ケース5 ( = −0.10， = 2.0， = 1.5) 
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結果より， が大きいほど非線形一自由度系の復元力低

下領域において許容されるドリフト量が減少するため，

復元力低下領域における定常応答の安定性が低下すると

考えられる． 
 
c)  外力比 （降伏荷重/外力の最大値）に関する の

変化 

図-11 (a) に， = −0.05， = 2.0， = 1.5のケース

を基準として，外力比を = 3.0，2.75，2.5，2.0，1.5，
1.0，0.5の 7 通りで変化させた場合のドリフト量の応答

倍率を示す．また，図-11 (b) に外力比を = 0.2~3.0の
範囲でパラメトリックに変化させた場合の特異点のドリ

フト量 の変化を示す．図-11 (b) を見ると， =
3.0, 2.75のケースのように外力が小さい場合は，応答倍

率が上下で分離することがわかる．さらに， = 3.0に
至っては，応答倍率が外力振動数に対して常に有限の値  

(b) 特異点のドリフト量 の変化 

(a) ドリフト量の応答倍率 

図-8 終局後勾配 と特異点のドリフト量 の関係 
( = 2.0， = 1.5) 

(a) ドリフト量の応答倍率 

(b) 特異点のドリフト量 の変化 
図-9 靭性率 と特異点のドリフト量 の関係 

( = −0.05， = 1.5) 

(b) 復元力変位関係 

(a) 時刻歴応答 

図-10 = 11.0の場合の発散の様子 
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の勾配を持つため，特異点は存在しない．また，外力比

をパラメトリックに変化させた数値解析により，外力比

が = 2.83よりも大きい範囲では特異点は確認されな

かった (図-11 (b) )．外力が小さいケースでは応答倍率上

の特異点が存在しなくなることにより，非線形一自由度

系の応答が片側に発散しなくなるため，安定性は向上す

ると考えられる． 
一方で， = 1.91以上の場合は，外力振幅の減少に

伴って が減少することがわかる．一般的に，外力振

幅が増大すると，構造システムの応答は大きくなるため，

構造システムの安定性は低下すると考えられる．しかし

ながら， = 1.91以上の場合における，外力振幅の減

少に伴って が減少する，すなわち外力振幅の減少に

伴って許容されるドリフト量が低下するという現象は，

外力振幅の減少に伴ってドリフトした構造システムの安

定性が低下していることを意味する． 
そこで，ドリフト量の応答倍率が示した上記の現象の

再現を行うため， が最大となる = 1.91と，外力の

増加に伴い が増加する領域内に存在する = 2.4のケ

ースに対して特異点近傍における数値解析を実施し，得

られた解析結果を比較した．3.(2)と同様に，各ケースに

おいて特異点近傍の外力振動数に対する 3点の応答を解

析対象として，各点の応答が定常応答もしくは片側に発

散するまで十分な時間の解析を行った．表-2 (a) および

表-2 (b) に，各ケースでの外力振動数 ，定常応答時の

ドリフト量解析値 ，特異点のドリフト量 ，ドリフ

ト量の解析値と特異点のドリフト量の比 ⁄ を示す．

また，表-2 (a) および表-2 (b) に対応するドリフト量の時

刻歴応答を図-12 (a)，図-12 (b) に示す．これらの表およ

び図に示すように， = 1.91では = 2.4の場合と比較

して，より大きなドリフト量でも発散することなく定常

応答を示していることから，復元力低下領域における定

常応答の安定性がより優れているといえる．  
よって，理論的な検討と解析的な検討の両面から，

= 1.91以上の場合において，外力振幅の減少に伴っ

て が減少することが示された．しかしながら，本研

究では，外力振幅の減少に伴ってドリフトした構造シス

テムの安定性が低下するメカニズムを解明するには至ら

(a) ドリフト量の応答倍率 

(b) 特異点のドリフト量 の変化 

図-11 外力比 と特異点のドリフト量 の関係 
( = −0.05， = 2.0) 

表-2 数値解析結果 
(a) = 1.91の場合 

       /  
Analysis 1 

-0.05 2.0 1.91 
0.47130 8.433 

8.735 
0.9654 

Analysis 2 0.47128 8.495 0.9725 
Analysis 3 0.47127 × × 

 
(b) = 2.4の場合 

       /  
Analysis 1 

-0.05 2.0 2.4 
0.43080 8.046 

8.524 
0.9439 

Analysis 2 0.43076 8.181 0.9598 
Analysis 3 0.43075 × × 
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なかった．そのため，今後更なる検討を行っていく必要

があるといえる． 
 

 
4. まとめ 

 

 本研究では，単純なモデルを用いた検討を行うことで， 
復元力低下領域における構造物の動的安定性の基本的な

理解に繋がるという考えのもと，振動中心軸の移動量 
(ドリフト) に着目した，非線形一自由度系の動的安定性

に関する検討を行った．以下に本研究で得られた知見を

示す． 
 

 骨格曲線に負勾配を有する非線形一自由度系に対

して，ドリフトを伴う定常応答解を仮定すること

により，振幅が正負対称な強制調和外力が作用す

る際の外力振動数に対するドリフト量の応答倍率

を導出した． 

 導出したドリフト量の応答倍率に現れる定常応答

に関して，数値解析を用いた検討を行った結果，

外力振動数の微小な変化に対するドリフト量の変

化量が無限大となる特異点において，応答が急激

に片側に発散する傾向が確認された．それによ

り，ドリフト量の応答倍率における特異点のドリ

フト量が，非線形一自由度系の定常応答がドリフ

トにより発散するか否かを判別する指標となり得

ることがわかった． 

 復元力特性の変化に対する特異点のドリフト量の

変化を検証した結果，靭性率の増加および終局後

勾配の低下に伴い特異点のドリフト量が減少する

ことがわかった．特に靭性率が過大の場合，特異

点のドリフト量がゼロになることが理論的に示さ

れた．また，数値解析において変位が復元力低下

領域に達した瞬間に応答が急激に片側に発散する

様子が確認された． 

 ドリフト量の応答倍率に対し，外力の変化に対す

る特異点のドリフト量の変化を検証した結果，外

力の減少に伴って特異点のドリフト量が減少する

領域が存在することを理論的に示した．また，外

力の増大に伴って特異点のドリフト量が大きくな

る現象を数値解析で再現することができた． 
 
 以上の検討より，非線形一自由度系に対して導出した

ドリフト量の応答倍率上の特異点が，構造システムの動

的安定性を考える上で重要な指標となり得る可能性が示

された． 
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THE STABILITY OF NONLINEAR SDOF SYSTEMS 

FOCUSING ON THE MOVEMENT OF OSCILLATION CENTER AXIS 
 

Ibuki AYASHIRO, Keita UEMURA and Yoshikazu TAKAHASHI 
 

In this study, the dynamic stability of nonlinear single-degree-of-freedom systems with the movement of 
oscillation center axis (drift) is theoretically and analytically investigated to understand basic dynamic re-
sponse characteristics of structures in the region of reduced restoring force. Specifically, The response 
magnification factor of the drift to forced frequency is derived and validated by numerical analysis. As a 
result, the theoretical value calculated from the response magnification factor was reproduced by the anal-
ysis. In addition, it was confirmed that the response diverges to one side rapidly at the singularity on the 
drift-frequency relation derived from the response magnification factor. Thereby it was suggested that the 
amount of drift on the singularity may be an important indicator for the dynamic stability of structure sys-
tems.  


